
令和３年度 経営発達支援計画の実績と課題について
 １.趣旨及び経緯

平成26年6月、「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律」　　　

　（小規模支援法）が改正され、商工会議所が経営発達支援計画を作成、国がその計画

　を認定する制度が創設された。
　当所は、平成28年4月に認定を受け、昨年度、5年計画（第1期）を終えた。令和3

年度は、大垣市と共同して「経営発達支援計画（第2期）」を作成し、令和3年3月
26日に経済産業省から認定を受けた。

この認定を受けた経営発達支援計画（第2期）に基づき、令和3年度における小規模

  事業者等への伴走型支援事業を実施した。この事業の推進にあたり、支援計画に盛り

　込まれた「経営発達支援計画評価検討委員会」を次のとおり開催し、令和3年度の事業

　実施状況の確認、成果の評価、見直し案の協議を行った。

 （1）日　時　 令和4年2月22日（火） 13:30～14:30 

 （2）場  所 　大垣商工会議所 常議員室 

 （3）出席者   委員長　髙木 健志 氏（当所産業振興委員会 委員長）

  委  員  河合 伸治 氏（名古屋税理士会大垣支部 支部長） 

 〃    竹内 治彦 氏（岐阜協立大学 学長） 

　　　 　　　　　〃　　守屋 明彦 氏（大垣市経済部 部長）

 （4）議 題 　 ①令和3年度経営発達支援計画実績評価表について 　

　　　　　 　　②課題と改善策について

令和3年度の経営発達支援計画事業の実績評価は、評価表に掲げた47項目において、4段階で評価を行った。

目標を達成できなかった項目については、次のとおり、今後、改善や見直しを行なう。

　　【目標が達成できなかった支援項目】　※抜粋

	項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	支　　援　　項　　目
	目　標
	実　績
	評価

	6-(1)
	産業展出展事業（メッセナゴヤ成約件数）
	1社
	0社
	×


 ２.目標が達成できなかった支援項目及び改善策
 （1）産業展出展事業（成約件数）について

【取り組み】
　 ○「メッセナゴヤ」の出展において当所は出展ブースを確保し、販路開拓に取り組

　　　む事業者を優先的に出展し、新たな需要の開拓の支援を行う。

　【改善策】

     〇出展者と協力し、出展商品に関するチラシを配布しながら、アンケート調査を実

　施するなど、成約につなげていきたい。

 ３.今後の取り組み

　令和3年度は、国・県・市等の補助金公募の機会が増えたこともあり、事業計画の策

定支援を希望する事業所が多く、支援件数も目標の60件に対して202件あった。
　令和4年度も、小規模事業者のニーズを捉えながら、本支援計画に盛り込まれた諸事

業を実施するとともに、掲げた目標の達成に向けて取組み、小規模事業者が抱える経営

課題が早期に解決できるようサポートしていく。
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